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2026年５月 12日 

各  位 

 会 社 名 株式会社ミライト･ワン 

 代 表 者 代表取締役社長   菅原 英宗 

 (コード番号：1417 東証プライム) 

 問合せ先 常務執行役員経営企画本部長 三竹 保宏 

 (電話番号 03-6807-3119) 

 

完全子会社（株式会社ミライト・ワン・システムズ）との 

合併契約締結に関するお知らせ 
 

当社は、当社を存続会社、当社の完全連結子会社である株式会社ミライト・ワン・システムズを消滅会社と

する吸収合併（以下「本合併」といいます。）について、2026年 5月 12日開催の取締役会決議に基づき、合

併契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、当社の完全連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略

して開示しています。 

 

１．本合併の目的 

本合併は、株式会社ミライト・ワン・システムズの事業を当社へ統合し、既存事業におけるデジタル

活用を加速させることを目的としています。現場プロセスの高度化と生産性の抜本的な向上を通じて、

高品質な事業運営を実現するとともに、ハードウェアとソフトウェアの掛け合わせによる高付加価値な

サービスを展開することで、グループ全体のさらなる事業拡大を目指してまいります。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2026年 5月 12日 

契 約 締 結 日 2026年 5月 12日 

実 施 予 定 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2026年 10月１日（予定） 

本合併は、会社法第 796条第 2項に規定する簡易吸収合併に該当するため、当社の株主総会決議を経ず

に行います。 

 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ミライト・ワン・システムズは解散します。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

   株式会社ミライト・ワン・システムズは当社の完全子会社であるため、本合併に際し株式の発行及び金

銭等の交付はありません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．本合併当事会社の概要（2026年３月 31日現在） 

         （単位：百万円。特記しているものを除く。） 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 株式会社ミライト・ワン 株式会社ミライト・ワン・システムズ 

（２） 所 在 地 東京都港区虎ノ門二丁目２番３号 東京都港区東新橋二丁目３番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 菅原 英宗 代表取締役社長 田村 亮彦  

（４） 

事 業 内 容 

電気通信工事、電気工事、土木工事、
建築工事及びこれらに関連する事業を
行う子会社及びグループ会社の経営管
理等 

システムインテグレーション、ソフト
ウェア開発、ＩＴインフラ構築、導
入、運用保守、新技術活用ソリュー
ション開発、コンサルティング 

（５） 資 本 金 7,000 百万円 100 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2010 年 10 月１日 2001 年４月２日 

（７） 発 行 済 株 式 数 91,325,329 株 7,883,855 株 

（８） 決 算 期 ３月 ３月 

（９） 従 業 員 数 （単体）3,589 （単体）628 

（10） 

大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）14.0％、株式会社日本カ

ストディ銀行（信託口）6.42％、住友

電気工業株式会社 4.12％ 

株式会社ミライト・ワン：100% 

（11）  直前年度の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2026 年３月期（連結） 2026 年３月期（単体） 

純 資 産 288,447 4,791 

総 資 産 573,393 8,067 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 3,151.61 607.79 

売 上 高 602,377 17,063 

営 業 利 益 34,267 1,150 

経 常 利 益 36,517 1,393 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
23,282 1,017 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 261.74 129.05 

  

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変更はあり

ません。 

 

５．今後の見通し 

  当社グループ内における再編であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


